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公務員連絡会地方公務員部会
議 長　　佐 藤 幸 雄
民間給与実態調査に関わる要請書
　貴職の地方公務員の賃金・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。
　2010春闘は、徐々に景気回復の兆しが見えているとはいえ、厳しい経済、雇用情勢のもとで闘われていますが、大手の集中回答では、賃金カーブを維持し、水準はほぼ維持できた結果となりました。賃金水準の低下を阻止する今春闘の本番はこれからであり、厳しい交渉が続きます。
　公務においては、この民間春闘の結果を踏まえ、賃金実態を正確に把握し、公務員労働者の賃金を維持・改善すること、臨時・非常勤職員の処遇改善などを強く求めます。
　地方公務員においては、６割を超える自治体で特例条例による給与削減が実施されており、労働基本権制約の代償機関としての人事委員会勧告制度を十全に機能させることが重要な課題となっています。
　貴職におかれましては、人事委員会の使命を十分認識され、下記事項の実現に向け最大限の努力を払われますよう要請します。
記
１．公民給与比較方法について、民間賃金実態を正確に把握し、公務員労働者の賃金を維持し、改善すること。当面、現行の比較企業規模を堅持すること。また、一時金の公民比較は、月例給と同様に、同種・同等比較を原則とするラスパイレス比較を行うこと。
２．各人事委員会の勧告に向けた調査や作業に当たっては、組合との交渉・協議、合意に基づき進めること。
３．諸手当の改善については、地域の実情を踏まえつつ、組合との十分な交渉・協議に基づくこと。
４．臨時・非常勤職員の処遇改善に関する指針を示すこと。
５．公立学校教職員の給与について、引き続き、各人事委員会が参考としうるモデル給料表を作成、提示すること。また、作成に当たっては、関係組合との交渉・協議、合意のもと進めること。
